
大学改革の加速（当面の工程表）
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３月　調査検討会議の最終報告　　　　　　　　　　　　　　　　４月　国立大学法人（仮称）への移行
●　　　検討・調整　　　　　●　各大学の移行準備作業　　●
　　　　　　　　　　　　　　　　　通常国会に法案提出・成立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（準備が整ったものから段階的かつ速やかに実施）
検討　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推進
　　　　　　　　　　１０月（２組４大学統合）　　　　１０月（１０組２０大学統合予定）

　　　　　　　　　　１０月　ＴＬＯ・研究成果活用の役員兼業について承認権限を大学長へ再委任
●　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
４月　経営・法務アドバイサー兼業可能化　　　　　　　　４月　国立大学法人（仮称）への移行により非公務員化

　　　　　　　８月　中央教育審議会答申
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４月　新制度の発足
検討　　　　●　　●　　　　　　　●
　　　　　　　　　　臨時国会に関連法案提出・成立

　　　　　　　８月　中央教育審議会答申
検討　　　　●　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　臨時国会に関連法案提出・成立　　　　４月　第三者評価制度の発足

　　　　　　　８月　中央教育審議会答申
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４月　新制度の発足
検討　　　　●　　●　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　臨時国会に関連法案提出・成立　　　　４月　法科大学院等の開校

（２１世紀ＣＯＥプログラム）　　　　　　　　　　研究教育拠点の選定・支援
実施　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推進
　　　　　　　　　　研究教育拠点の選定・支援
（特色ある大学教育支援プログラム）　　　　　　対象大学の選定
検討　　　　　　概算要求　　　　　実施　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推進
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